
 

 

 

１章 主催者挨拶 

 

 

１．１ 岐阜高専教育における“ＡＬ手法の導入と学修成果の可視化”がスタート  

岐阜工業高等専門学校 校長 北田敏廣  p.1-1 

１．２ 岐阜工業高等専門学校がＡＰでつなぐもの（２）  

教育ＡＰ推進室長 所 哲郎  p.1-2 

事業第２年度となる平成２７年度の、本校ＡＰ公開報告会開催にあたって、岐阜

高専校長および教育ＡＰ推進室長からの主催者挨拶を掲載します。 



  



 

１章 主催者挨拶 

 

１．１ 岐阜高専教育における“ＡＬ手法の 

導入と学修成果の可視化”がスタート 
  

岐阜工業高等専門学校 校長 北田敏廣    

 

平成２６年度の後期から支援を得ている岐阜高専の“大学教育再生加速（ＡＰ）プログラム”は、平成２７年

度に入り、本格的な稼働を始めた。私どもの推進課題は“アクティブラーニング手法の導入とその学修成果の可

視化（テーマ I ・ II 複合型）”であり、目的は、アクティブラーニング手法をほとんどすべての学科目に導入

することによって学生諸君の学びにおける“自律性・自発性”を推進し、“イノベーションマインド”を引き出

すこと、それによる学修の成果を可視化することにある。 

上記に関する２７年度の進展の概略を以下に記すが、詳細については、本文をご覧いただきたい。私どもは、

むろん、確立した方法を手にしていると思っている訳ではなく、教員一同、本校での経験を生かしながら、新し

いことも学びつつ本校全体の教授能力を高め、教育目標を“できるだけ高度なレベル”で達成したいと考えてい

るものである。本報告書をご覧いただき忌憚のないご意見を頂ければ幸いである。 

 

１）学びの“自律性・自発性”を推進し、測る（可視化する）方法として本校独自の“実践技術単位制度”を、

全校で確立した。従来、この制度は電気情報工学科で取り入れられていたものを全学科に広めたものである。２

７年度計画では、環境都市工学科のみの追加導入が予定されていたが、前倒しで、電気情報、環境都市以外の３

学科（機械、電子制御、建築）でも制度の運用が始まった。その全データは、サーバに蓄積され、各学生の状況

を随時に可視化でき、教員がアドバイスできる体制が作られている。 

２）アクティブラーニングのための重要なツールであるＬＭＳの運用が開始された。活用はその緒に就いたばか

りであるが、学生の利用は予想以上に活発である。 

３）低学年の教室のＩＣＴ環境が整備され、とり得るアクティブラーニング手法の幅が広がった。 

４）産業界で活躍してきたシニアＯＢがもっとも必要と考える授業コンテンツのＣＢＴ問題・入門編の開発が進

んだ。 

 

以上において、本校の取り組みは、アクティブラーニング用の新しい科目をいくつか創始し、実験的に行うとい

ったやり方ではなく、従来から行っている本校の特色ある取り組みをアクティブラーニングとその成果の可視化

をキーワードにすべての科目に広げ、活性化しようとする試みであることをご理解いただけると幸いである。 
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１．２ 岐阜工業高等専門学校がＡＰでつなぐもの(2) 
 

岐阜工業高等専門学校 教育ＡＰ推進室長 所 哲郎 
 
 

1. はじめに 

平成26年度に採択された本校APは、全国高専で唯一

の、テーマⅠ・Ⅱ複合型の大学教育再生加速事業であ

る。前年3月の年度末報告会では、高専機構でAPに採択

された仙台・明石・阿南の各高専のプログラムリーダ

ーに、また、高専機構全体の教育改革戦略のうち、本

AP事業と密接に関係する事業のリーダーである函館

高専のプロジェクトリーダーに、基調講演によりそれ

らの内容を紹介して頂いた。文科省と高専機構からの

参列と挨拶も頂き、文科省及び高専機構の全体戦略を、

本校教職員と参加頂いた高専及び大学関係者とで共有

することができた。 

さて、いよいよこの4月からAP事業の中間事業審査

年を迎えるにあたり、本校関係者と事業目標や意識を

改めて一つとしたい。本報告会と報告書の取りまとめ

により、情報共有と確認を実施する。4月からの高専教

育の改革をより推進し、AP事業の次年度以降への継続

と展開を目指していきたい。 

2. 高専機構全体の状況 

高専機構はALの推進を全国高専に強力に推進しつ

つある。仙台・明石など、いくつかの先進校をハブと

して、全ての高専がALに関するFD活動や実践を開始し

た。また、学修成果の可視化を支え、実証するツール

として、モデルコアカリキュラム(MCC)、ウェブシラバ

ス、学生のポートフォリオや学校のポートレートシス

テム等を構築しつつある。これらについては前年度報

告書の２章に紹介されている。 

一方、高専機構のLMSであるブラックボードの運用

や、Office365の全学生・教職員へのアカウント提供に

よる展開は、高専教育のICT環境を全国同時に飛躍的に

革新するツールとなる可能性を有している。高専で

日々の授業や教育活動を推進している教職員や、それ

を受けている学生諸君は、否応なくこれらの活用に携

わる事となる。世界で最も優秀と言われる大学の教科

書や授業の様子はICT環境等を活用して知ることはで

きるが、だからといって全国高専の学生がその内容を

理解し、活用できるとは限らない。 

学修成果の可視化は、上記の教育改革が成功したの

かどうかの可視化であり、MCCの個別項目のミクロな

可視化もあれば、教育システム全体のマクロな人材育

成力の可視化も求められている。高専機構の教育シス

テムの、他の大学教育を凌駕する優位性を示すことが、

我々高専関係者に課せられている。 

3. 本校APの特徴の再確認 

本校教育の特徴を、プログラムの趣旨と照らし合わ

せた場合、次のことを本校APの特色としてあげている。

ここに改めて提示しておく。 

①高専教育の特徴である実験実習系のALの活用実績

を、教室での講義など全ての教育課程科目にまで展

開していくこと。 

②教育課程以外の課外活動等も高専教育における大変

特色の有るALである。本校APでは、その学修成果

を可視化し定量化できる仕組みを構築すること。 

③電気情報工学科の実践技術単位制度は10年以上にわ

たりその効果を定量的に検証してきており、第19回

日本工学教育協会業績賞を受賞している。この全学

展開と拡張が、高専教育全体の学修成果の可視化に

活用できること。 

④シニアＯＢとの連携組織を活用し、高専機構のモデ

ルコアカリキュラム（MCC）の各項目の中から、企

業技術者目線の教育・学修コンテンツを開発するこ

とで、現役学生への地域の企業ニーズをふまえた

ALを更に支援し、展開すること。 

以上を基本とする事業をプログラム申請し、採択さ

れたもので有る。 

4. ＡＰの実践と成果目標の確認 

APの採択を受け、高専機構が推進しているMCCを用

いた高専教育の質保証と連携して、教育改革を開始し

た。ALを推進する上で、学生の理解度ごとの、また、

教科目をつなぐ部分の学修支援や補助コンテンツの開

発と蓄積は、色々なレベルにある学生の能力をそれぞ

れ向上させるためには不可欠である。この学修支援コ

ンテンツの作成を、教員のみならず学生にも参加させ、

展開していくことを推進して行く。 

ところで高専シニアOBは、日本の製造現場を支え、

ものづくりの現場から会社経営に到るまで、高専教育

が輩出する人材への全ての要求を理解し、その解決へ

の経験を有する、日本の技術教育史上の宝である。こ

のシニアOBとの連携をLMS上のOB一押し学修支援コ

ンテンツとして、教員との連携で開発を進めている。

この事は、このコンテンツ開発への連携を教員に依頼

することでもあり、APで導入したLMS活用やコンテン
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ツ作成環境を利用するきっかけでもある。 

学修の質保証を考えるとき、高専機構は、本科の各

学年での、また、専攻科での学習の合格レベルについ

て、理解度や学習の深度をルーブリックにより6段階の

到達レベルで規定している。当然、MCCの各項目にお

いて到達できるレベルは学修する学年や工学分野によ

り異なる事が想定されるが、卒業時には分野別の専門

工学では、「4．分析レベル」までが本科での到達レベ

ルであり、専攻科では更に「5．評価レベル」が求めら

れている。シニアOB連携項目では、一部この本科での

学修範囲を超える部分を、社会の要求水準としてあえ

て可視化している。学生諸君が授業範囲にとらわれる

ことなく、自律的に自学・自習し、技術者として社会

から要求されるレベルを意識することが可能となるこ

とを目指している。 

本年度最初に、本校APの平成26年度の成果と平成30

年度までの今後の数値目標を、文科省へのAP事業報告

で提出した。その初年度実績内容と成果目標のポンチ

絵を図1に示す。 

5. ＡＰでつなぐもの 

比較的就職・進学状況の良い東海地区において、岐

阜高専の学生や教職員は、地域での高専教育を日々展

開し、実践してきている。21 世紀は知識や技術、人材

までもが全世界でボーダレスに繋がりつつある。地域

を維持するためにも、社会の世界との繋がりを意識さ

せることが、本校 AP の来年度へ向けた目標である。

日本の技術を支えてきたシニア OB との繋がり、若手

OB の全国的な活躍、地域で生き生きと活躍する OB の

色々な人々との繋がり、その他、現在は色々な可能性

に満ちあふれていることを学生に伝えていきたい。 

AP 事業の学生向け講演会で招聘した教え子を通し

て、卒業生の活躍は学生時代の成長スピードを遙かに

凌駕するもので有ることを改めて認識した。その可能

性が現役学生諸君全員にある事を気付いてもらえ、そ

のきっかけを与えることができれば、本校 AP 事業は

大成功である。 

最後に、1 年半にわたり、AP 統括責任者として色々

な講習会に参加し、色々な講演を聴き、色々な教育機

関を訪問し、優れた取組を確認してきた。全てをひと

ことでまとめると、「change」である。米国大統領の多

用したフレーズである。本校卒業生で現在豊橋技術科

学大学の特任教授である高嶋教授の特別講演でも提示

して頂いたとおり、「変化できる生物（組織）のみが生

き残る」のは、大学教育改革にも確かなことであろう。

学生教育はALなど、どんどん能動的な環境となるが、

教職員自身の意識も、「change」を楽しみ、一人一人が

自ら率先して能動的に活躍できる事業を目指したい。

教職員がアクティブでなくては、学生はアクティブに

なりにくいであろう。 

AP 事業を通して二つ目に思うことは、「ethics」倫理

である。変化する事を是と言うことは、絶えず倫理が

伴わないと、悪い方向に進むことを、例えば経済的に

は良しとしよう、などと判断することが起きかねない。

本校学生教育に揺るぎない倫理観を与えることができ

れば、卒業生は必ず成功し変化していける人材となる

であろう。 

以上２つのキーワードを新たに再認識し、本校 AP事

業により引き続き AL と学修成果の可視化を、加速的

に推進していく所存である。関係各位の積極的・能動

的な教育改革を推進する意識をつなぐことができれば

幸いである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次ページ 

 

図１．本校ＡＰの平成 26 年度事業紹介のページ 
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文部科学省ＡＰ（テーマⅠ・Ⅱ複合型）事業の 

岐阜高専における展開 
 

Development of Acceleration Program for University Education Rebuilding in NIT, Gifu College 

- Theme I and II, Hybrid Type - 

 

所 哲郎、小川 信之、山田 博文、久保田 圭司、北田 敏廣※１ 
Tetsuro TOKORO, Nobuyuki OGAWA, Hirobumi YAMADA, Keiji KUBOTA and Toshihiro KITADA 

 
キーワード：アクティブラーニング，ICT，学修成果の可視化，シニアＯＢ連携 

Keywords: active learning, ICT, visualization of the education, senior alumnus cooperation 

 

１．事業の概要と目的 

文部科学省による平成２６年度ＡＰ（大学教育再生

加速プログラム）事業に岐阜高専は採択された．本校

はテーマⅠ・Ⅱ複合型で採択されている．テーマⅠと

はアクティブラーニング(ＡＬ)であり，テーマⅡは学

修成果の可視化である．最長５年間に渡る大学教育の

再生と改善を加速する事業である． 

テーマⅠのＡＬは，実験・実習を教育の柱とする高

等専門学校では，既に全学年に多く取り入れられ，ス

パイラルアップしていく技術者教育制度が確立してい

る．しかしながら，現代社会が技術者に求める“技術

者倫理や国際化，更には高度化や融合・複合化など，

急速に進展する社会の変化に柔軟に対応できる能力”

を限られた修学期間で学生に付与していく事が，現在

の高専教育には求められている． 

本プログラムでは，ＡＬを活用して教育改善し，そ

の成果を含めてテーマⅡの教育成果の可視化を如何に

行っていくか，を課題としている．本校ＡＰでは，以

上に示した高専の課題を克服し，本校の教育目標によ

る表１の卒業後の学生のイメージに向けて，自律的に

能力改善を進めていける倫理観に富んだチャレンジ精

神ある技術者を養成していくことを目指している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．実施内容 

事業の達成目標として本校ＡＰでは，表２に示す具

体的な実施計画における指標を必達目標としている．

そのために，次の２つを実施していく． 

①ＡＬを全ての教育課程へ展開・拡充し，社会や経

済環境の変化に柔軟に対応できる人材を育成する．ま

た，高専でのＡＬを活用した非教育課程活動による学

修成果を，定量的に可視化し，支援する体制を学内全

体で構築する．（図１参照） 

②電気情報工学科で推進してきた「実践技術単位制

度」を全校展開するとともに，教育課程の学修活動へ 

 

表２ 具体的な実施計画における指標 

 

 

表１ 卒業後の学生のイメージ 

① 課題解決に自主的に取り組む人材 

② チームワーク力やリーダーシップを有する技術者人材 

③ 変化に柔軟に対応できる自己変革能力がある人材 

④ 技術者倫理を深く理解し社会規範意識に優れる人材 

⑤ 高度化･国際化に対応し挑戦できる人材 

※1岐阜工業高等専門学校  
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もこの制度を展開し，高専での教育課程学修と非教育

課程活動の全てを，ＡＬを活用した学修成果として可

視化する． 

これらにより，幅広い場で将来にわたり活躍可能な，

実践的・創造的技術者の養成を目指していく． 

 

３．事業の成果と効果 

２年目までの本事業の成果と効果は次の通りである。 

①教室 ICT 環境の改善：五学科五学年の全２５クラ

スに無線 LAN 環境を整えた．また，１から３学年の全

１５教室に，双方向プロジェクターを導入した．タブ

レットＰＣを上記システムに連動できるよう配置した． 

②LMS 学習環境の改善：Moodle を用いた学修支援用

LMS の構築を行い，学習支援データの蓄積を全教科等

で開始した．リテラシー教育や企業技術者用コンテン

ツも含まれている．また，教材作成環境と，実践技術

単位データベースによる学修成果可視化システムの環

境も整え，データの集計を開始した． 

③シニアＯＢとの連携：MCC 準拠の企業技術者一押

しコンテンツを導入・基準・発展の３レベルを意識し

つつ集積した．現在は４４テーマが提案され，その学

修コンテンツと入門・基準レベルの CBT を順次開発中

である．図２は前年度の成果報告書で，これらの課題

を掲載している。また，図３はシニアＯＢとの連携の

一例である。シニアＯＢによる地域企業の中核人材育

成塾コンテンツを，学生の自主的学修コンテンツとし

て展開していく予定である。 

④実践技術単位制度の展開：学校の教務・学生・学

科・教員・学生･職員・後援会・卒業生・その他が，別々

に実施していた活動が上記目標に集約され，ＡＬを意

識したツールと共通した実践技術単位指標により，系

統的に教育成果として蓄積される．これらにより学修

成果の定量的な可視化が可能となる．科目成績とは別

の，高専での学修全体の成果を可視化する事を目指し

ている。 

 

４．事業の課題と対処方法 

現時点における本事業の課題と，それに対する対処

方法は次の通りである。 

①教員のコンテンツ作成やＡＬを用いた授業改善：

ICT 環境は特別な教室だけで無く，どこでもどの教員

でもいつでも活用出来るように，利用講習会や活用授

業の見学等，ＦＤ活動を推進している．この講習会活

動は，繰り返し実施する事が必要である。 

②学生への教育成果・学修成果の可視化：JABEE 等

の教育の質保証を推進するため，多様な学生の学修を

支援する必要がある．特に，優れた学生を伸ばすため

の仕組みを可視化する事が必要である．そのため，シ

ニアＯＢを含めて，卒業生の活躍の可視化を並行して

推進していく． 

 

５．事業の継続性と展開 

本校事業では，事業の継続性と展開について，最大

限の配慮を実施している．すなわち，シニアＯＢとの

継続的な連携の推進と，自前の LMS や ICT 学修環境の

改善である．岐阜大学等，近隣の教育機関との連携も

推進しつつある．本校内の一部学科等で顕著な成果を

上げてきている教育改善手法を，大学教育再生加速事

業として全校展開できれば，高専機構や他大学での教

育改善にも展開できると確信している． 

  

 

図１ 高専教育全体をＡＬ化・可視化する 

 

 
図２ 平成 26 年度 AP 報告書 

 

 

図３ シニアＯＢとの連携の活用 
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